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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ 当社は、米国会計基準に基づき連結財務諸表を作成しております。 

３ 純資産額、１株当たり純資産額、自己資本比率は米国会計基準に基づき作成されており、純資産額には少数

株主持分は含まれておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第94期中 第95期中 第96期中 第94期 第95期

会計期間

自 平成17年 
  4月 1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成18年
  4月 1日 
至 平成18年 
  9月30日

自 平成19年
  4月 1日 
至 平成19年 
  9月30日

自 平成17年 
  4月 1日 
至 平成18年 
  3月31日

自 平成18年
  4月 1日 
至 平成19年 
  3月31日

売上高 (百万円) 106,649 131,891 169,537 229,075 279,933

税金等調整前 
中間(当期)純利益

(百万円) 26,504 21,796 34,468 49,143 49,323

中間(当期)純利益 (百万円) 25,807 15,390 23,596 40,411 36,971

純資産額 (百万円) 245,579 279,374 320,144 266,584 302,675

総資産額 (百万円) 298,978 340,176 393,148 326,038 368,494

１株当たり純資産額 (円) 1,708.7 1,944.0 2,226.7 1,855.0 2,106.3

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 179.5 107.1 164.2 281.1 257.3

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 179.5 107.1 164.2 281.1 257.3

自己資本比率 (％) 82.1 82.1 81.4 81.8 82.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,349 13,419 13,803 25,067 32,360

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,176 △14,203 △4,950 7,655 △27,276

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △14,540 △3,978 △10,047 △19,548 △8,307

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 26,293 35,302 35,686 39,054 37,128

従業員数
(外、平均臨時従業員数)

(名)
8,557 

(1,634)
9,077

(2,128)
10,093
(3,048)

8,629 
(1,709)

9,062
(2,260)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ １株当たり中間（年間）配当額には、それぞれ次の特別配当を含んでおります。 

第94期中 特別配当10円、第95期中 特別配当10円 

第94期 特別配当39円 

３ 第94期において株式の消却を行っております。 

４ 従業員数は、就業人員を表示しております。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。 

６ 第95期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。 

  

回次 第94期中 第95期中 第96期中 第94期 第95期

会計期間

自 平成17年 
  4月 1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成18年
  4月 1日 
至 平成18年 
  9月30日

自 平成19年
  4月 1日 
至 平成19年 
  9月30日

自 平成17年 
  4月 1日 
至 平成18年 
  3月31日

自 平成18年
  4月 1日 
至 平成19年 
  3月31日

売上高 (百万円) 50,829 61,202 65,394 111,197 125,493

経常利益 (百万円) 11,964 18,827 19,120 22,273 32,267

中間(当期)純利益 (百万円) 11,878 13,076 13,773 17,176 21,863

資本金 (百万円) 24,206 24,206 24,206 24,206 24,206

発行済株式総数 (千株) 148,008 144,008 144,008 144,008 144,008

純資産額 (百万円) 206,960 219,541 229,854 213,586 225,834

総資産額 (百万円) 225,844 243,720 253,425 241,093 253,663

１株当たり純資産額 (円) 1,439.97 1,527.69 1,598.69 1,486.21 1,571.55

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 82.63 90.99 95.83 118.76 152.14

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
（年間）配当額

(円) 19.00 19.00 30.00 57.00 74.00

自己資本比率 (％) 91.6 90.1 90.7 88.6 89.0

従業員数 (名) 2,880 3,007 2,978 2,991 2,952



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社の企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年9月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であり、主として牧田(中国)有限

公司における臨時従業員であります。 

３ 当社及び連結子会社は、単一事業分野において営業を行っており、単一事業部門で組織されているため従業

員数は全社共通としております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年9月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

従業員数(名)

全社共通
10,093  
(3,048)

合計
10,093
(3,048)

従業員数(名) 2,978



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における海外の経済情勢を見ますと、欧州においては雇用環境が改善し、個人消

費も底堅さを示すなど景気は引き続き堅調に推移しました。米国においては、住宅投資の減少やサブプ

ライムローン問題に端を発した金融市場の混乱など、先行きに不安感を残しました。また、アジアでは

輸出、内需ともに高い伸びを示した中国をはじめ景気は概ね堅調に推移しました。一方、国内において

は、円安を背景に輸出型企業を中心に企業業績は好調を維持したものの、建築基準法改正による建築確

認申請手続き厳格化の影響から夏以降住宅投資が減少しました。 

このような情勢の中で当社グループは、生産面では、中国工場の増産やルーマニア工場の立ち上げの

ほか、販売が好調な中南米市場への製品供給力を高めるためブラジル第２工場の建設に着手しました。

営業面では、市場が拡大しているロシア極東のウラジオストクに営業拠点を、南米ペルーに現地法人を

開設するなどグローバルな販売・アフターサービス体制をより一層強化しました。また、エンジン式を

含む園芸工具分野を強化するために、富士ロビン株式会社を株式公開買付けおよび株式交換により８月

１日付で完全子会社化し、社名を株式会社マキタ沼津に変更いたしました。 

当中間連結会計期間の連結業績につきましては、売上高は前年同期を28.5％上回る169,537百万円と

なり、中間連結会計期間としては３期連続して過去最高を更新し、７期連続の増収となりました。利益

面においては、中国生産比率の拡大や円安による売上増などにより売上原価率が改善したことなどから

営業利益は前年同期比58.5％増の33,899百万円（営業利益率20.0％）となりました。また、税金等調整

前中間純利益は同58.1％増の34,468百万円（税金等調整前中間純利益率20.3％）、中間純利益は同

53.3％増の23,596百万円（中間純利益率13.9％）とそれぞれ高い伸びを示しました。 

なお、地域別の販売状況は次のとおりです。 

日本においては、住宅投資の減少に伴い需要が低迷するなかで他社に先行しシリーズ化したリチウム

イオンバッテリ製品が堅調に推移したことに加え、５月中旬より富士ロビン（現マキタ沼津）が連結子

会社となったことにより前年同期比11.9％増となりました。 

欧州においては、きめ細かな販売およびアフターサービス体制に加え、低振動機構のハンマドリルや

リチウムイオンバッテリ製品など技術面での評価が高まり、英国、ドイツなどの西欧諸国で引き続き売

上が増加したほか、東欧・ロシア市場が拡大し前年同期比39.4％増と大幅な増加となりました。 

北米においては、米国において住宅投資が厳しい状況で推移するなか、普及版リチウムイオンバッテ

リ製品を中心に大手販売店との取引を強化したほか、カナダが堅調に推移したことにより前年同期比

18.1％増となりました。 

アジア地域は、まだら模様ながら前年同期を12.7％上回ったほか、その他の地域においても鉱物資源

の高騰や原油高などを背景に経済成長が続いていることから、中近東・アフリカ地域が39.4％増、中南

米地域が37.1％増、オセアニア地域が38.3％増といずれも高い伸びを示しました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の海外売上高比率は84.9％となりました。 

  



所在地別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

日本 

当中間連結会計期間の売上高は前年同期に比べ7,986百万円(13.0％)増の69,366百万円となりま

した。また、営業利益は4,096百万円(51.7％)増の12,014百万円となりました。 

欧州 

当中間連結会計期間の売上高は前年同期に比べ21,765百万円(36.4％)増の81,578百万円となりま

した。また、営業利益は5,342百万円(68.9％)増の13,093百万円となりました。 

北米 

 当中間連結会計期間の売上高は前年同期に比べ4,044百万円(14.9％)増の31,134百万円となりま

した。また、営業利益は29百万円(2.7％)増の1,118百万円となりました。 

アジア 

当中間連結会計期間の売上高は前年同期に比べ16,849百万円(45.1％)増の54,195百万円となりま

した。また、営業利益は1,221百万円(22.7％)増の6,592百万円となりました。 

その他の地域（中近東・アフリカ、オセアニア、中南米） 

当中間連結会計期間の売上高は前年同期に比べ6,006百万円(39.6％)増の21,188百万円となりま

した。また、営業利益は1,223百万円(70.9％)増の2,948百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末

に比べ1,442百万円減少し、35,686百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、前述の(1)業績に記載のとおり業績が好調に推移したことなどに

より、13,803百万円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は、有価証券の購入のほか本社開発棟・事務棟建設、機械設備、新製品用

金型などの設備投資や富士ロビン株式会社株式の公開買付けを行ったことなどにより、4,950百万円

となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は、配当金の支払いや短期借入金の返済などにより、10,047百万円となり

ました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社及び連結子会社は見込生産方式を採用しており、受注状況は集計しておりません。 

当中間連結会計期間における販売価格による生産金額は137,847百万円と前中間連結会計期間と比較し

て35,982百万円(35.3％)の増加となっております。当中間連結会計期間の販売実績は前中間連結会計期間

を28.5％上回る169,537百万円となりました。 

なお、当社及び連結子会社は主に電動工具を製造・販売する単一事業分野において営業活動を行ってお

り、単一事業部門で組織されているため事業の種類別セグメントに関連付けた説明を記載していません。

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社及び連結子会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、当社及び連結子会社の経営上の重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、人の暮らしと住まい作りに役立つ工具の国際的総合サプライヤーとして、当社の開発

技術本部で電動工具、エア工具、園芸工具等の、また子会社の株式会社マキタ沼津およびドルマー

G.m.b.H.(ドイツ)にて園芸工具等の研究開発を行っております。 

特に工具の小型軽量化、電子制御化、コードレス(充電式)化ならびに低騒音、低振動、防じん対策、安

全性の追求、さらには環境問題に対応するためのリサイクル可能な製品の開発に力を入れております。 

また、顧客ニーズに早期に対応するために製品開発期間の短縮にも努力しております。 

当中間連結会計期間に開発した新製品としましては、軽量スライドマルノコ、コイルタイプ連結ビス対

応オートパックスクリュドライバ、充電式タッカ等があります。 

当中間連結会計期間の研究開発費は2,826百万円であり、当中間連結会計期間末現在で保有する特許・

実用新案権は国内外を併せて1,067件であります。 

なお、当社及び連結子会社は、主に電動工具を製造・販売する単一事業分野において営業活動を行って

おり、単一事業部門で組織されているため事業の種類別セグメントに関連付けた説明は記載していませ

ん。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末に計画していた設備投資計画のうち、当社及び中国、ルーマニア工場等の生産子会社

を中心として7,161百万円を平成19年9月30日までに完了しております。 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。 

また、新たに確定した重要な設備の新設拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  米国ではADR(米国預託証券)によりナスダック市場で取引されております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 496,000,000

計 496,000,000

種類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年9月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 144,008,760 144,008,760

東京証券取引所
(市場第一部) 

名古屋証券取引所 
(市場第一部)

―

計 144,008,760 144,008,760 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

 
  

(5) 【大株主の状況】 
平成19年9月30日現在 

 
(注) ヒーロー アンド カンパニーは、ADR(米国預託証券)の受託機関であるニューヨーク銀行の株式名義人でありま

す。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

 平成19年9月30日 ― 144,008,760 ― 24,206 ― 47,525

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(千株)

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行 

株式会社(信託口)
東京都中央区晴海1丁目8番11号 12,431  8.63 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

(信託口)
東京都港区浜松町2丁目11番3号 8,019  5.56 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 5,213  3.62 

マキタ取引先投資会 愛知県安城市住吉町3丁目11番8号 3,753  2.60 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6番6号 3,713  2.57 

株式会社マルワ 愛知県岡崎市康生通南3丁目3番地 3,309  2.29 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1番2号 2,900  2.01 

ステート ストリート バンク アンド  

トラスト カンパニー 505103 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレー

ト銀行）

P.O. BOX351 

BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

(東京都中央区日本橋兜町6番7号)

2,897  2.01 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町2丁目7番9号 2,531   1.75 

ヒーロー アンド カンパニー 

(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行)

C/O THE BANK OF NEW YORK 

101 BARCLAYS STREET 22ND FLOOR 

WEST NEW YORK, NEW YORK 10286 U.S.A. 

(東京都千代田区丸の内2丁目7番1号)

2,356   1.63  

計 ― 47,122   32.72  



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年9月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数50個が含まれておりません。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式が86株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年9月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

平成19年6月開催の定時株主総会にて選任されました取締役 海外営業本部長（アジア・オセアニア担

当） 中村和也氏が、同年9月19日逝去されました。9月20日付で取締役 海外営業本部長（米州・管理担

当）堀 司郎がアジア・オセアニア担当を兼務する人事異動を行っております。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式     232,200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  143,570,400 1,435,654 ―

単元未満株式 普通株式     206,160 ―
１単元(100株)未満の株
式

発行済株式総数 144,008,760 ― ―

総株主の議決権 ― 1,435,704 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社マキタ

愛知県安城市住吉町 
3丁目11番8号

232,200 ― 232,200 0.16

計 ― 232,200 ― 232,200 0.16

月別 平成19年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高(円) 4,600 5,060 5,650 5,820 5,680 5,080

最低(円) 4,210 4,540 4,920 5,010 4,030 4,130



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。) 第87条の規定により、米国において一般

に公正妥当と認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

    なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づき作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、ならびに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成19年9月30日)

前連結会計年度 

(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び現金同等物 35,302 35,686 37,128

 ２ 定期預金 4,987 6,616 6,866

 ３ 有価証券 ※５ 52,693
 

54,215 58,217

 ４ 受取手形及び売掛金

    受取手形 2,666 3,470 3,125

    売掛金 46,969 62,144 54,189

    貸倒引当金 △ 1,038 48,597 △ 1,015 64,599 △ 869 56,445

 ５ 棚卸資産 ※３ 88,700 107,118 92,800

 ６ 繰延税金資産 3,967 5,315 5,080

 ７ その他の流動資産
※８ 
※９

8,572 10,901 9,963

   流動資産合計 242,818 71.4 284,450 72.4 266,499 72.3

Ⅱ 有形固定資産 ※４

 １ 土地 16,733 18,898 16,732

 ２ 建物及び構築物 55,508 61,691 57,242

 ３ 機械装置及び備品 74,109 77,683 74,087

 ４ 建設仮勘定 3,030 4,993 5,576

149,380 163,265 153,637

 ５ 減価償却累計額 △ 89,803 △ 92,873 △ 90,257

   有形固定資産合計 59,577 17.5 70,392 17.9 63,380 17.2

Ⅲ 投資その他の資産

 １ 投資有価証券 ※５ 28,008 23,860 27,279

 ２ のれん ※６ 771 2,004 764

 ３ その他の無形固定資産  
(純額)  

1,506 2,304 1,527

 ４ 繰延税金資産 559 1,491 1,367

 ５ その他の資産 6,937 8,647 7,678

   投資その他の資産合計 37,781 11.1 38,306 9.7 38,615 10.5

   資産合計 340,176 100.0 393,148 100.0 368,494 100.0



 

前中間連結会計期間末 

(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末 

(平成19年9月30日)

前連結会計年度 

(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 短期借入金 3,396 1,111 1,892

 ２ 支払手形及び買掛金 14,672 21,717 16,025

 ３ 未払金 4,184 5,959 6,556

 ４ 未払費用 6,767 6,902 6,714

 ５ 未払給与及び賞与 8,333 8,728 8,571

 ６ 未払法人税等 7,515 8,941 10,447

 ７ 繰延税金負債 129 5 28

 ８ その他の流動負債
※７ 
※８ 
※９

3,443 5,284 4,083

   流動負債合計 48,439 14.3 58,647 14.9 54,316 14.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期債務 100 931 53

 ２ 退職給付引当金 3,264 4,095 3,227

 ３ 繰延税金負債 6,233 4,958 4,976

 ４ その他の負債 1,015 2,084 1,112

   固定負債合計 10,612 3.1 12,068 3.1 9,368 2.6

   負債合計 59,051 17.4 70,715 18.0 63,684 17.3

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,751 0.5 2,289 0.6 2,135 0.6

(契約債務及び偶発債務)

  契約債務及び偶発債務 ※７ － － －

(資本の部)

Ⅰ 資本金 23,805 23,805 23,805

Ⅱ 資本剰余金 45,437 45,750 45,437

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 5,669 5,669 5,669

 ２ その他の利益剰余金 196,515 231,058 215,365

Ⅳ その他の包括利益 
  累計額

8,223 14,108 12,697

Ⅴ 自己株式、取得原価 △ 275 △ 246 △ 298

   資本合計 279,374 82.1 320,144 81.4 302,675 82.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

340,176 100.0 393,148 100.0 368,494 100.0

前中間連結会計期間末
(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日)

前連結会計年度 
(平成19年3月31日)

発行可能株式総数 496,000,000 株 496,000,000 株 496,000,000 株

発行済株式数 144,008,760 株 144,008,760 株 144,008,760 株

発行済株式数(自己株式除く) 143,707,241 株 143,776,474 株 143,701,279 株

自己株式数 301,519 株 232,286 株 307,481 株



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 131,891 100.0 169,537 100.0 279,933 100.0

Ⅱ 売上原価 77,343 58.6 98,847 58.3 163,909 58.6

  売上総利益 54,548 41.4 70,690 41.7 116,024 41.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 31,566 23.9 36,592 21.6 66,802 23.9

Ⅳ 固定資産売除却損益 
  (純額)

464 0.4 199 0.1 △ 249 △ 0.1

Ⅴ 長期性資産の減損 ※４ 1,131 0.9 - 1,295 0.4

  営業利益 21,387 16.2 33,899 20.0 48,176 17.2

Ⅵ 営業外損益

 １ 受取利息及び配当金 569 1,022 1,364

 ２ 支払利息 △ 163 △ 166 △ 316

 ３ 為替差損益(純額) ※８ △ 193 △ 125 △ 418

 ４ 有価証券実現益(純額) ※５ 311 8 918

 ５ その他(純額) △ 115 409 0.3 △ 170 569 0.3 △ 401 1,147 0.4

  税金等調整前中間(当期) 
  純利益

21,796 16.5 34,468 20.3 49,323 17.6

Ⅶ 法人税等

 １ 当期税額 7,230 10,168 16,486

 ２ 期間配分調整額 △ 824 6,406 4.8 704 10,872 6.4 △ 4,134 12,352 4.4

  中間(当期)純利益 15,390 11.7 23,596 13.9 36,971 13.2

平均発行済株式数による1株当たりの情報 ※12
平成18年
9月期

平成19年
9月期

平成19年 
3月期

普通株式1株当たり－

中間(当期)純利益 107.1円 164.2円 257.3円

潜在株式調整後中間(当期)純利益 107.1 164.2 257.3

配当金中間(当期)支払額 38.0 55.0 57.0

 



③ 【中間連結資本及び剰余金計算書】 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 資本金

   期首残高 23,805 23,805 23,805

   中間期末(期末)残高 23,805 23,805 23,805

Ⅱ 資本剰余金

   期首残高 45,437 45,437 45,437

   中間(当期)増加高

    自己株式処分差益 － 313 -

   中間期末(期末)残高 45,437 45,750 45,437

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金

   期首残高 5,669 5,669 5,669

   中間期末(期末)残高 5,669 5,669 5,669

 ２ その他の利益剰余金

   期首残高 186,586 215,365 186,586

   中間(当期)減少高

    配当金 △ 5,461 △ 7,903 △ 8,192

   中間(当期)純利益 15,390 23,596 36,971

   中間期末(期末)残高 196,515 231,058 215,365

Ⅳ その他の包括利益 
  (△損失)累計額

   期首残高 5,345 12,697 5,345

   中間(当期)調整額 2,878 1,411 7,515

   財務基準書第158号の影響額 - - △ 163

   中間期末(期末)残高 8,223 14,108 12,697

Ⅴ 自己株式

   期首残高 △ 258 △ 298 △ 258

   自己株式の取得 △ 17 △ 32 △ 40

   自己株式の処分 - 84 -

   中間期末(期末)残高 △ 275 △ 246 △ 298

   資本合計 279,374 320,144 302,675

  包括利益の開示

   中間(当期)純利益 15,390 23,596 36,971

   中間(当期)その他の包括 
   利益 
   税効果考慮後

2,878 1,411 7,515

   中間(当期)包括利益 18,268 25,007 44,486



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 中間(当期)純利益 15,390 23,596 36,971

 ２ 営業活動による純増への修正

        減価償却費 3,715 3,879 8,773

        法人税等期間配分調整額 △ 824 704 △ 4,134

    売却可能有価証券実現益、 
    純額

△ 311 △ 8 △ 918

    固定資産売除却損(△益)、 
    純額

464 199 △ 249

    長期性資産の減損 1,131 - 1,295

    資産・負債の変動

     受取手形及び売掛金 △ 325 △ 4,682 △ 6,398

     棚卸資産 △ 6,365 △ 9,436 △ 7,979

     支払債務及び未払費用 359 2,555 4,055

     未払法人税等 100 △ 2,316 2,198

     退職給付債務 △ 911 △ 1,043 △ 1,702

    その他、純額 996 △ 1,971 355 △ 9,793 448 △ 4,611

   営業活動による純増 13,419 13,803 32,360

Ⅱ 投資活動による
  キャッシュ・フロー

 １ 資本的支出 △ 4,873 △ 7,161 △ 12,980

 ２ 売却可能有価証券の購入 △ 14,046 △ 12,483 △ 26,798

 ３ 満期保有目的有価証券の購入 △ 200 - △ 499

 ４ 売却可能有価証券の売却 3,032 4,516 6,635

 ５ 売却可能有価証券の償還 5,076 11,000 10,476

 ６ 満期保有目的有価証券の償還 1,100 500 1,500

 ７ 固定資産の売却 60 9 739

 ８ 定期預金の増減、純額 △ 3,046 274 △ 5,035

 ９ 事業の譲受 △ 649 - △ 649

 10 新規連結子会社株式の取得 
   （取得現金控除後）

※６ - △ 2,030 -

 11 その他、純額 △ 657 425 △ 665

  投資活動による純増（△減） △ 14,203 △ 4,950 △ 27,276

Ⅲ 財務活動による
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減、純額 1,609 △ 1,975 135

 ２ 自己株式の取得及び売却、純額 △ 17 △ 33 △ 40

 ３ 配当金 △ 5,461 △ 7,903 △ 8,192

 ４ その他、純額 △ 109 △ 136 △ 210

  財務活動による純増（△減） △ 3,978 △ 10,047 △ 8,307

Ⅳ 為替レートの変動に伴う影響額 1,010 △ 248 1,297

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減 △ 3,752 △ 1,442 △ 1,926

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 39,054 37,128 39,054

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末
  (期末)残高

35,302 35,686 37,128



  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
  至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
  至 平成19年9月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年4月 1日 
  至 平成19年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

補足情報

 中間(年間)支払額

  支払利息 163 166 316

  法人税等 7,130 12,484 14,289

現金支出を伴わない投資及び財務活動 
  株式交換による自己株式交付額

 

-

 

397

 

-



中間連結財務諸表に関する注記 

  

１ 会計処理の基準 

当社の中間連結財務諸表は、中間連結財務諸表規則第87条の規定により、米国預託証券の発行に関し

て、米国会計調査公報、米国会計原則審議会意見書、米国財務会計基準審議会基準書(以下「財務基準

書」という)、米国証券取引委員会規則S-X等米国における一般に公正妥当と認められる企業会計の基準、

用語、様式及び作成方法に基づいて作成されております。 

当社は、昭和52年に米国預託証券を発行するにあたり、米国式連結財務諸表を作成し米国証券取引委員

会に登録しております。以降、当社は米国1934年証券取引所法第13条の規定に基づき継続的に米国式連結

財務諸表の作成及び提出を行っております。 

わが国における会計処理基準との主要な相違点は、次のとおりであり、金額的に重要なものについて

は、影響額を開示しております。なお、各項目において表示されている影響額は税金等調整前中間(当期)

純利益に対する影響額であり、当期純利益に対する影響額ではありません。 

(1) 新株発行費 

新株発行費は、税効果調整後、資本剰余金より控除しております。 

(2) リース会計 

ある一定の条件に該当するリース取引については、財務基準書第13号「リースの会計処理」に基づ

き、キャピタルリースとして固定資産に計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、財務基準書第87号「事業主の年金会計」及び財務基準書第158号「確定給付年金

及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計」に準拠して計上しております。 

(4) のれん及びその他の無形固定資産 

   のれん及びその他の無形固定資産の会計処理は、財務基準書第142号「のれん及びその他の無形固定

資産」に準拠しております。のれん及び耐用年数が確定できない無形固定資産は償却をせず、原則とし

て最低年1回及び減損の可能性を示す事象が発生した時点で減損テストを行っております。 

(5) 少数株主持分 

   連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示しておりま

す。 

  



２ 事業の概況及び重要な会計方針 

(1) 事業の概況 

当社グループは、ドリル、ハンマドリル、震動ドリル、ハンマ、グラインダ、インパクトドライバ等

の電動工具の製造・販売を主な事業としております。また、エア工具及び園芸用機器等の製造・販売を

行っております。 

販売は、「Makita」または「Maktec」ブランドを使用し、国内においては当社が、海外においては主

として販売子会社及び代理店がそれぞれ担当しております。当中間連結会計期間の連結売上高の84.9％

は海外売上高で、その内訳は欧州市場46.5％、北米市場17.1％、アジア市場6.5％、その他地域14.8％

となっております。 

生産拠点は、国内に4ヶ所、中国に2ヶ所、米国、カナダ、ブラジル、英国、ドイツ、ルーマニアにそ

れぞれ1ヶ所、計12ヶ所となっております。 

(2) 連結の方針 

当社グループの中間連結財務諸表は、当社及びすべての子会社、財務会計基準審議会解釈指針(以

下、「FIN」)第46号改「変動持分事業の連結」に規定する当社グループが主要な受益者である変動持分

事業体を含むこととしております。連結会社間の債権・債務及び取引は連結に際し消去しております。

当社グループには、連結対象のFIN第46号改に規定する変動持分事業体はありません。20％以上50％以

下の持分比率を通じて、重要な影響力を行使得る会社に対する投資には、持分法を適用しております。

 当社グループは、当社、連結子会社47社および持分法適用会社2社で構成されております。 

(3) 外貨建債権・債務及び在外子会社の財務諸表項目の換算 

在外子会社の財務諸表項目は財務基準書第52号「外貨換算」に従い、貸借対照表上の資産及び負債は

決算日の為替レート、損益計算書項目は期中平均為替レートにより換算しております。海外現地法人が

所在する各国の通貨は、それぞれ機能通貨とみなしております。為替換算調整勘定は資本の部のその他

の包括利益(△損失)に含めて表示しております。 

為替予約や売掛債権、買掛債務の換算などを含め、全ての外貨建取引により生ずる為替差損益は、営

業外損益に含めて表示しております。 

(4) 現金及び現金同等物 

中間連結貸借対照表及び中間連結キャッシュ・フロー計算書作成上、当社グループは流動性の高い金

融資産、たとえば現金、預け入れ時から満期日までの期間が3か月以内の定期預金等を現金同等物とし

ております。 

(5) 有価証券及び投資有価証券 

当社グループは、財務基準書第115号「特定の負債証券及び持分証券への投資の会計処理」に準拠し

ております。当該基準書は、保有している全ての負債証券及び市場性ある持分証券を売買目的有価証

券、売却可能有価証券もしくは満期保有有価証券に分類することを要求しております。当社グループ

は、負債証券及び持分証券を売却可能有価証券もしくは満期保有有価証券に分類しております。当社グ

ループは、売買目的有価証券を購入及び所有することはありません。 

市場性のない持分証券を除き、売却可能有価証券は公正価額によって計上され、税引後の未実現損益

はその他包括利益累計額の一部となっております。市場性のない持分証券は取得原価で計上され、定期

的に減損テストを行っております。満期保有有価証券は、額面を超過し、またはそれに満たない部分を

償却または加算した償却原価で計上しております。 

売却可能有価証券の公正価額が低下し、または満期保有有価証券の公正価額が償却原価より低くな

り、その下落が一時的で無いと判断された場合、公正価額まで評価減を行い、その評価した金額を損益

に計上しております。 

 当社グループは、売却可能有価証券の市場価額が取得価額を下回った場合は、その下落の期間や下落



額、投資先の財務状況や事業見通し、市場価額の回復まで所有する意思及び資力等を考慮し、一時的な

下落かどうか定期的に評価しております。 

満期保有有価証券は、定期的に投資先の財政状況、事業の見通し、信用リスクを考慮し減損テストを

行っております。減損する価額は、帳簿価額が当該投資の公正価額を超えた部分を測定し、その部分を

認識しております。公正価額は、流通市場の価額または別の適切な各種の方法に基づいて決定しており

ます。 

当社グループは、正常営業循環サイクルにある市場性ある有価証券を、流動資産に分類しておりま

す。その他の投資は、当社グループの中間連結財務諸表上では、投資その他の資産に分類しておりま

す。 

売却した有価証券の原価及びその他の包括利益累計額から振り替えられる売却損益の額は、移動平均

法により算出されております。 

(6) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、当社グループが現在の売掛金に対し最も妥当と考える貸倒額の見積りを計上しており

ます。貸倒引当金は、過去の貸倒実績に基づき、最近の経済状況の変化、固有のリスクの査定、売掛金

の年齢調べ、債務者の財政状況の変化等を考慮して計上しております。回収手段が無くなり、回収可能

性が低いと考えられた場合に、当社グループは当該売掛金を貸倒引当金と相殺処理しております。 

(7) 棚卸資産 

棚卸資産の原価には、材料費、労務費及び製造経費を含んでおります。棚卸資産は、主として総平均

法に基づく低価法により評価しております。当社グループは、棚卸資産の陳腐化の見積りを、原価と将

来需要見込みを勘案した見積市場価格との差額で行っております。帳簿価額は、当該陳腐化を反映して

おります。一度評価減した棚卸資産の帳簿価額は、その後評価減前の金額まで戻し入れることはありま

せん。当社グループは、全ての新製品導入計画を考慮し、手元棚卸資産の評価を行い、陳腐化の評価調

整を行っております。 

(8) 有形固定資産及び減価償却費 

有形固定資産の減価償却費は、見積耐用年数に基づき当社は主として定率法によって計算しておりま

す。また連結子会社の大部分は定額法によって計算しております。主な耐用年数は、建物については10

年から60年、機械及び装置については3年から20年であります。 

 除却した資産にかかる取得価額や償却累計額は、当該科目より控除し、両者の差額を損益計算書に含

めております。資産の耐用年数を延ばすような改良、改装、特別の修理を行った場合には、資本的支出

として認識しております。その他の維持管理や修繕の費用は、発生時に費用として認識しております。

(9) のれん及びその他の無形固定資産 

当社グループは財務基準書第141号「企業結合」及び財務基準書第142号「のれん及びその他の無形固

定資産」を適用しております。財務基準書第141号は企業結合についてパーチェス法でのみ会計処理す

ることを要求しており、また企業結合により取得される無形固定資産の定義を明確にしております。財

務基準書第142号はのれんについてその償却を行わず、原則として最低年１回の減損テストを行うこと

を要求しております。また、耐用年数の確定できる無形固定資産については、見積耐用年数にわたって

償却し、財務基準書第144号「長期性資産の減損または処分の会計処理」に従って減損テストを行うこ

とを要求しております。耐用年数が確定できない無形固定資産は償却を行わず、代わりに耐用年数が明

らかになるまで減損のテストを行うことが要求されております。減損の兆候に関して、財務基準書第

142号は当社グループがのれんの減損の兆候の有無を判断することを要求しております。この条件を満

たすために、当社グループは、その報告単位を区別し、資産と負債が割り当てられたそれぞれの報告単

位ごとにのれんと無形固定資産の帳簿価額を決定し、またそれぞれの報告単位における公正価額を決定

しております。 



(10) 環境負債 

環境浄化及びその他の環境関連に係る負債は、環境アセスメントあるいは浄化努力が要求される可能

性が高く、その費用を合理的に見積もることが出来る場合に認識しております。環境負債は、事態の詳

細が明らかになる過程で、あるいは状況の変化の結果によりその計上額を調整しております。その将来

義務に係る費用は現在価値に割り引いておりません。 

(11) 研究開発費及び広告宣伝費 

研究開発費及び広告宣伝費は、中間連結損益計算書上、販売費及び一般管理費に含まれ、発生時にす

べて費用に計上しております。 

(12) 製品発送費 

顧客に対する製品及び商品の発送に係る費用は中間連結損益計算書上、販売費及び一般管理費に含ま

れております。 

(13) 法人税等 

当社グループは、財務基準書第109号「法人所得税の会計処理」を適用しております。この基準書

は、法人所得税の会計処理について資産負債法を適用することを定めております。繰延税金資産及び負

債は、財務諸表上の資産及び負債の計上額とそれらに対応する税務上の金額との差異、ならびに税務上

の繰越欠損金に係る将来の税効果額に基づいて認識されております。当該繰延税金資産及び負債は、そ

れらの一時差異及び繰越欠損金の税効果が解消あるいは実現すると見込まれる年度の課税所得に対して

適用される予想法定税率を使用して算出されております。税率変更による繰延税金資産及び負債への影

響は、その税率変更に関する法律の適用日を含む連結会計年度の期間損益として認識されております。

 当社グループはまた、平成19年4月1日から開始する平成20年3月期より米国財務会計基準審議会による

解釈指針第48号「法人税等の不確実性に係る会計処理-米国財務会計基準審議会基準書第109号の解釈」

を適用しております。同解釈指針は税務上の見解に係る不確実な点がある場合の会計処理を明確にして

おり、税務申告上採用された、または採用されることが予想される税務ポジションに関する財務諸表上

での認識と測定の基準について規定しております。なお適用初年度、期首利益剰余金に重要な影響はあ

りませんでした。 

(14) 製品保証引当金 

製品保証費の見積りによる負債の金額は、収益認識がなされた時点で未払費用及び売上原価として計

上されております。見積りは主として過去の実績額に基づいてなされますが、現行の製品不良率、過去

に実績のない特定製品の不具合、不良製品の修理において被る材料費や発送費用の発生等による影響を

受けております。 

(15) 年金及び退職給付引当金 

年金及び退職給付引当金の会計処理は財務基準書第87号「事業主の年金会計」及び財務基準書第158

号「確定給付型年金及びその他の退職給付制度に関する事業主の会計」に準拠して行っております。財

務基準書第87号に基づき、予測給付債務または制度資産の予測と実際の結果との差額及び前提条件の変

更による差額は、損失(利益)として将来の連結財務諸表に反映されるものであります。未認識純損失

(利益)は、期首時点における予測給付債務か制度資産の公正価額のいずれか大きい方の額の10％を超過

する部分について、制度加入者である従業員の平均残存勤続年数にわたって償却し、年金費用に含めて

おります。 

財務基準書第158号に基づき、年金及びその他の退職後給付の積み立て過剰額を中間連結貸借対照表

上の資産として計上し、反対に積み立て不足額を負債として計上しております。未認識過去勤務費用、

未認識数理計算上の差異の基準適用による影響額及びその積み立て状況の変動額は資本の部のその他包

括利益の構成要素として認識しております。 

(16) １株当たり利益 

１株当たり利益は当期純利益を加重平均普通株式数で除して計算されております。潜在株式調整後の

１株当たり利益は、全ての転換社債が期首もしくは発行時に株式に転換されたものとみなして計算され

ております。 

(17) 長期性資産の減損 

当社グループは財務基準書第144号「長期性資産の減損又は処分に関する会計処理」を適用しており

ます。 

有形固定資産や減価償却が認められた無形固定資産のような長期性資産は、当該資産の公正価額が帳

簿価額まで回復が見込めなくなるような出来事や変化が起きた際には、当社グループは減損のテストを

行なっております。所有しかつ使用中である資産の回復可能性の評価基準は、資産の帳簿価額と割引前



将来キャッシュフローの見積額との比較としております。その帳簿価額が、公正価額を超える部分に

ついて、減損を認識しております。公正価額は、独立した第三者の鑑定人、見積り割引キャッシュフロ

ーや別の適切な各種の方法を使用して決定されております。 

 売却予定の資産の貸借対照表価額は、帳簿価額か売却費用を除いた公正価額のどちらか低い価額で区

分して表示され、それ以降減価償却は行われません。 



(18) 金融派生商品 

当社グループは、財務基準書第133号「金融派生商品及びヘッジ活動に関する会計」を適用しており

ます。当社グループは全ての金融派生商品を公正価額で資産または負債として中間連結貸借対照表上に

計上しております。金融派生商品の公正価額の変動は、ヘッジ関係の種類及び金融派生商品がヘッジ関

係の一部として設計され適正であるかに基づき会計処理されております。 

当社グループは、為替及び金利の変動によるリスクを管理するために先物為替予約、通貨オプショ

ン、金利スワップ契約及び通貨スワップ等の金融派生商品を利用しております。当社グループは金融派

生商品を投機もしくは売買目的で使用しておりません。金融派生商品の公正価額の変動が当該期間の損

益として計上されるかどうかは、その金融派生商品がヘッジ手段として指定されているか否か、及びヘ

ッジ取引の種類によるものであります。すべてのヘッジ取引の非有効部分は損益として認識しておりま

す。 

(19) 中間連結財務諸表作成にあたっての見積りの使用 

当社グループは米国で一般に公正妥当と認められた会計基準に基づく中間連結財務諸表の作成にあた

り、必要な仮定と見積りを用いております。これらの仮定と見積りは、中間連結貸借対照表日現在の資

産・負債・偶発資産・偶発負債及び当中間連結会計期間の収益・費用の金額ならびに開示情報に影響を

及ぼすものであります。また、実際の結果がこれらの見積りと異なることがあります。 

当社グループは、中間連結財務諸表を作成するにあたり特に重要と考えられる仮定と見積りを次の箇

所において行っております。それらは収益の認識、貸倒引当金の設定、長期性資産の減損認識、繰延税

金資産の実現可能性、市場価格の下落が一時的でない有価証券の未実現損失の決定、退職給付引当金の

数理計算の仮定、棚卸資産の評価方法に係わるものであります。 

(20) 収益の認識 

当社グループは、売買契約や仕入の注文に基づき代理店及び販売店に販売しております。当社グルー

プは、以下のすべての条件を満たした場合、出荷または引渡しをした時点で売上を認識しております。

(1)売価が確定しているまたは確定しうるものである場合(2)合理的な回収可能性が見込まれる場合(3)

製品の所有権と損失のリスクが移転する場合(4)支払条件が当社グループの通常の支払条件と同一に設

定している場合。 

当社グループは、販売報奨を各種の販売推進プログラムの要件を満たした顧客に行っております。販

売報奨は、販売数量リベート、広告宣伝費協力金及び現金割引があり、それらは発生問題専門委員会

(EITF) より公表された委員会報告書No.01-9号「売主が自己の製品の顧客または再販業者に対して提供

する報奨に関する会計処理」に基づいて処理しております。 

販売数量リベートは、1年間かそれ以内の期間内に、売上取引が予め顧客と取り決めた基準を達成し

た場合、その顧客に支払われるものであります。販売数量リベートとしての債務は、対象となる売上が

認識された際に、推定販売報奨金額が売上から控除され、認識されております。また販売数量リベート

は、それぞれの顧客の過去売上実績を反映した売上高の見積に基づいて計算しております。 

広告宣伝費協力金は、広告のための負担または援助として協力金を与えるものであります。この協力

金により、当社グループは顧客から特定の利益を受けることはありません。従って広告宣伝費協力金も

売上の控除となります。 

現金割引とは、顧客と予め取り決めた契約または、同意した契約上の金額に基づいて、請求書金額の

一定比率を与えるものであります。現金割引は、当社グループの将来の十分な見積能力に基づき、関係

する売上が認識された時点で売上の割引として認識しております。現金割引の見積率は、実際の売上取

引と過去の実績に基づき定期的に計算しております。 

有償で修理を行った場合の収益は、修理が完了し修理品が顧客に引き渡された時点で認識しておりま

す。  

(21) 表示科目の組替え 

前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表については、当中間連結

会計期間の表示方法に合わせて組替表示しております。 

  



３ 棚卸資産 

平成18年9月30日及び平成19年9月30日ならびに平成19年3月31日現在の棚卸資産の内訳は、次のとおり

であります。 

 
  

４ 長期性資産の減損 

平成19年3月期に当社グループは、木工機械の生産を手掛ける連結子会社の株式会社マキタ一宮に減損の

兆候が見られたため財務基準書第144号に基づき減損テストを実施しております。当該テストの結果、土地

及び建物の帳簿価額が将来キャッシュ・フローによって回収出来ないと見込まれたため1,295百万円の長期

性資産の減損を計上しております。当該資産の公正価額は第三者への売却による見積キャッシュ・フローを

考慮した不動産鑑定士の評価額を用いております。なおマキタ一宮の生産活動は、平成19年12月末までにマ

キタの岡崎工場に移管し日本国内の生産機能を集約することを決定しており、当該土地及び建物は、移管後

に処分する予定であります。 

平成18年9月30日 平成19年9月30日 平成19年3月31日

製品・商品 71,312百万円 86,872百万円 75,859百万円

仕掛品 2,323 2,941 2,308

原材料 15,065 17,305 14,633

 計 88,700 107,118 92,800



５ 有価証券及び投資有価証券 

平成18年9月30日及び平成19年9月30日ならびに平成19年3月31日現在の有価証券と投資有価証券は売却

可能有価証券、市場性のない有価証券及び満期保有有価証券で構成されております。 

  

 
  

平成18年9月30日 原価額 未実現利益 未実現損失 公正価額 簿価

売却可能有価証券

有価証券：

公債券 1百万円 －百万円 －百万円 1百万円 1百万円

社債券 3,544 5 26 3,523 3,523

投資信託 43,886 1,229 62 45,053 45,053

市場性ある株式 1,517 1,814 15 3,316 3,316

計 48,948 3,048 103 51,893 51,893

投資有価証券：

社債券 30 － － 30 30

投資信託 731 175 － 906 906

市場性ある株式 10,334 14,335 13 24,656 24,656

計 11,095 14,510 13 25,592 25,592
市場性のない 
    有価証券

投資有価証券：

株式(原価法) 567 － － 567 567

満期保有有価証券

有価証券：

 公債券 500 － － 500 500

社債券 300 － － 300 300

計 800 － － 800 800

投資有価証券：

公債券 100 － 2 98 100

社債券 1,749 － 106 1,643 1,749

計 1,849 － 108 1,741 1,849

有価証券合計 49,748 3,048 103 52,693 52,693

投資有価証券合計 13,511 14,510 121 27,900 28,008



 
  

平成19年9月30日 原価額 未実現利益 未実現損失 公正価額 簿価

売却可能有価証券

有価証券：

公債券 1百万円 －百万円 －百万円 1百万円 1百万円

社債券 6,437 21 1 6,457 6,457

投資信託 41,707 2,110 220 43,597 43,597

市場性ある株式 1,486 1,577 3 3,060 3,060

計 49,631 3,708 224 53,115 53,115

投資有価証券：

投資信託 236 9 － 245 245

市場性ある株式 10,856 11,339 595 21,600 21,600

計 11,092 11,348 595 21,845 21,845
市場性のない 
    有価証券
投資有価証券：

株式(原価法) 567 － － 567 567

満期保有有価証券

有価証券：

 公債券 200 － － 200 200

社債券 900 － 2 898 900

計 1,100 － 2 1,098 1,100

投資有価証券：

社債券 1,448 － 109 1,339 1,448

計 1,448 － 109 1,339 1,448

有価証券合計 50,731 3,708 226 54,213 54,215

投資有価証券合計 13,107 11,348 704 23,751 23,860
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投資信託は信託銀行に預託された資金で、他の投資家の投資資金とともに合同運用され、信託銀行のファ

ンドマネージャーが管理しております。各信託は主に市場性のある株式と利付債券で運用されております。

市場性のない有価証券は、取得原価で計上され、定期的に減損テストを行っております。市場性のない有価

証券の公正価額を見積もることは実務上困難であります。 

平成18年9月期及び平成19年9月期ならびに平成19年3月期の市場性ある有価証券及び投資有価証券の実現

益はそれぞれ362百万円及び45百万円ならびに1,096百万円であり、実現損（ただし、実現損には一時的な下

落ではないとされた有価証券及び投資有価証券の強制評価減を含んでおります。)はそれぞれ51百万円及び

37百万円ならびに178百万円であります。 

 一時的な下落ではないとされた有価証券及び投資有価証券の強制評価減は、平成18年9月期及び平成19年9

月期ならびに平成19年3月期においてそれぞれ51百万円及び28百万円ならびに159百万円となっており、有価

証券実現損に含まれております。 

  

  

平成19年3月31日 原価額 未実現利益 未実現損失 公正価額 簿価

売却可能有価証券

有価証券：

公債券 1百万円 -百万円 -百万円 1百万円 1百万円

社債券 6,437 10 1 6,446 6,446

投資信託 45,115 2,025 64 47,076 47,076

市場性ある株式 1,481 1,914 - 3,395 3,395

計 53,034 3,949 65 56,918 56,918

投資有価証券：

社債券

投資信託 720 264 12 972 972

市場性ある株式 10,546 13,856 12 24,390 24,390

計 11,266 14,120 24 25,362 25,362
市場性のない 
    有価証券
投資有価証券：

株式(原価法) 567 － － 567 567

満期保有有価証券

有価証券：

 公債券 299 － － 299 299

社債券 1,000 － 1 999 1,000

計 1,299 － 1 1,298 1,299

投資有価証券：

社債券 1,350 － 107 1,243 1,350

計 1,350 － 107 1,243 1,350

有価証券合計 54,333 3,949 66 58,216 58,217

投資有価証券合計 13,183 14,120 131 27,172 27,279



６ 買収 

当社グループの長期目標を達成するための重要な施策のひとつである園芸工具分野の強化を図るため

に、当社は富士ロビン株式会社を完全子会社化することを決定し、第一段階として同社の普通株式の公開

買付け(TOB)を実施、既に取得済みである株式とあわせて発行済株式の89.35%を約27億円の自己資金にて

取得し平成19年5月15日付けで当社の連結子会社としております。 

第二段階として平成19年5月25日に同社と株式交換契約を締結しております。当社は当該契約に基づき当

社が所有する自己株式81,456株を割当交付しており、株式割当比率は富士ロビンの1株に対して当社の株

式0.059株であります。これら一連の手続きをもって平成19年8月1日に当社の完全子会社とし、株式会社

マキタ沼津に商号変更しております。 

 当該買収に要した資金及び自己株式の総額は約32億円であり、財務基準書第141号「企業結合」に基づ

きパーチェス法で会計処理しております。当該買収にて約12億円ののれんを計上しておりますが、取得原

価の配分が終了していないため、のれんの金額が変更される可能性があります。 

  



７ 契約債務及び偶発債務 

当社は、従業員による外部金融機関からの借入に対し、債務保証をしております。従業員の住宅ローン

及び教育ローンの保証に対する偶発債務は、平成18年9月30日及び平成19年9月30日ならびに平成19年3月

31日現在、それぞれ12百万円及び7百万円ならびに10百万円であります。 

 当社の連結子会社は、顧客が組織する組合による外部金融機関からの借入に対し平成19年9月30日現

在、624百万円の債務保証をしております。平成19年9月30日現在において、これらの債務保証に関する偶

発債務の公正価額に重要性はありません。 

当社グループが行った受取手形の割引による偶発債務は、平成18年9月30日及び平成19年9月30日ならび

に平成19年3月31日現在、616百万円及び282百万円ならびに286百万円であります。平成19年9月30日現在

において、これらの手形割引に関する偶発債務の公正価額に重要性はありません。 

当社グループは通常の事業活動から生じる種々の要求及び法的行為にさらされておりますが、これらの

事象の最終的な帰結が、当社の連結上の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに重大な影響を与え

ることはないと考えております。 

当社グループは、解約可能または解約不能なオペレーティング・リース契約に基づき、事務所、倉庫、

営業用車両及び事務用機器等を賃借しております。平成18年9月期及び平成19年9月期ならびに平成19年3

月期の賃借料は、それぞれ912百万円及び1,058百万円ならびに1,881百万円であります。 

平成18年9月30日及び平成19年9月30日ならびに平成19年3月31日現在の解約不能なオペレーティング・

リース契約に基づくリース料の要支払額は、次のとおりであります。 

 
  

当社グループは、ある一定期間において、当社の製品及びサービスに対する保証を行っております。見

積りは主として過去の実績額に基づいております。平成18年9月期及び平成19年9月期ならびに平成19年3

月期における製品保証引当金の変動は以下のとおりであります。 
 

  

平成18年9月30日 平成19年9月30日 平成19年3月31日

期間 支払金額 支払金額 支払金額

1年以内 539百万円 586百万円 603百万円

1年超 1,066 1,264 1,400

 計 1,605 1,850 2,003

平成18年9月期 平成19年9月期 平成19年3月期

期首残高 928百万円 1,306百万円 928百万円

当期増加額 463 672 1,476

当期減少額(目的使用) △ 363 △ 457 △ 1,163

為替換算調整額 28 37 65

期末残高 1,056 1,558 1,306



８ 金融派生商品とヘッジ活動 

リスク管理方針 

当社グループは、外国為替及び利率の変動といった市場リスクに直面しております。当社グループはこ

うしたリスクを軽減するため、主に為替予約契約、通貨スワップ契約、通貨オプション、金利スワップ契

約の金融派生商品を活用しております。当社グループはトレーディング目的、投機目的で金融派生商品を

活用しておりません。 

当社グループは、取引相手方の契約不履行による信用損失を受ける可能性がありますが、取引相手方の

多くは国際的に認識された信用度が高いと考えられている金融機関であるため、取引相手方の契約不履行

は無いものと考えております。また、契約を主な金融機関に分散しております。 

外国為替リスク管理 

当社グループは国際的に取引を実施しており、外国為替の変動による市場リスクに直面しているため、

外貨為替のリスクをヘッジする目的で先物為替予約、通貨スワップ契約、通貨オプション契約を行ってお

ります。 

これら金融派生商品は主に関係会社間の営業取引、財務活動により発生する為替リスクに対して使用し

ております。平成18年9月30日及び平成19年9月30日ならびに平成19年3月31日現在のこれら金融派生商品

の公正価額はそれぞれ資産として22百万円及び92百万円ならびに50百万円、負債として254百万円及び314

百万円ならびに215百万円計上されております。また、平成18年9月期及び平成19年9月期ならびに平成19

年3月期の公正価額の変動は営業外損益としてそれぞれ22百万円の損失及び57百万円の損失ならびに45百

万円の収益を認識しております。 

金利リスク管理 

平成18年9月30日及び平成19年9月30日ならびに平成19年3月31日現在で当社は、公正価額がそれぞれ3百

万円及び2百万円ならびに3百万円となる金利スワップ契約を締結しております。当契約は固定金利の長期

定期預金に対する公正価額ヘッジであることを指定しており、当該公正価額は流動負債に計上されており

ます。 

金利スワップ契約はヘッジ会計の要件を満たさないため、金利スワップ契約の公正価額の変動は平成18

年9月期及び平成19年9月期ならびに平成19年3月期の営業外損益としてそれぞれ2百万円の収益及び1百万

円の収益ならびに2百万円の収益が計上されております。 
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９ 金融派生商品の時価情報 

主に先物為替予約、通貨スワップ契約、通貨オプション契約、金利スワップ契約から構成される金融

派生商品の公正価額は、取引銀行から入手した中間連結会計期間末(連結会計年度末)時の相場に基づい

て見積っております。 

  

平成18年9月30日及び平成19年9月30日ならびに平成19年3月31日現在の金融派生商品の見積公正価額

は、以下のとおりであります。 

 
  

公正価額の前提について 

時価の見積りについては特定の一時点で、利用可能な市場情報及び当該金融商品に関する情報に基づ

いて算定しております。 

これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実な点及び当社の判断を含んでおります。そのた

め、これらの前提が変わることにより、その見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

 

平成18年9月30日 平成19年9月30日 平成19年3月31日

簿価 公正価額 簿価 公正価額 簿価 公正価額

金利スワップ契約： 

負債 △ 3百万円 △ 3百万円 △ 2百万円 △ 2百万円 △ 3百万円 △ 3百万円

先物為替予約：

資産 20 20 48 48 25 25

負債 △ 114 △ 114 △ 240 △ 240 △ 125 △ 125

通貨スワップ契約：

資産 1 1 43 43 18 18

負債 △ 137 △ 137 △ 73 △ 73 △ 71 △ 71

通貨オプション契約： 

資産 1 1 1 1 7 7

負債 △ 3 △ 3 △ 1 △ 1 △ 19 △ 19



前へ   次へ 

10 セグメント情報 

以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもの

で、当社のマネジメントによって定期的に使用されているものであります。マネジメントはセグメントの

業績評価や経営資源の配分を行うため、様々な分析を行っております。 

当社グループは、電動工具等を製造・販売しております。当社オペレーティング・セグメントの収益

は、実質的に全て、電動工具等の製品、部品の販売及び修理によるものであります。 

 当社は全てのオペレーティング・セグメントの業績を米国で一般に公正妥当と認められた会計基準によ

り評価しております。 

  

地域別セグメント 

平成18年9月30日及び平成19年9月30日に終了する中間連結会計期間ならびに平成19年3月31日で終了す

る連結会計年度の当社グループのオペレーティング・セグメントは日本グループ、欧州グループ、北米グ

ループ、アジアグループ、その他の地域グループより構成されております。 

本邦以外の区分に属する主な国又は地域は以下の通りであります。 

(1) 欧州……………ドイツ、英国、イタリア、フランス、フィンランド 

(2) 北米……………米国、カナダ 

(3) アジア…………中国、台湾、シンガポール 

(4) その他の地域…オーストラリア、アラブ首長国連邦、ブラジル 

  

前中間連結会計期間 (自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 
  

 

日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高 30,497 57,050 24,386 4,864 15,094 131,891 ― 131,891

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高 30,883 2,763 2,704 32,482 88 68,920 △ 68,920 ―

計 61,380 59,813 27,090 37,346 15,182 200,811 △ 68,920 131,891

営業費用 53,462 52,062 26,001 31,975 13,457 176,957 △ 66,453 110,504

営業利益 7,918 7,751 1,089 5,371 1,725 23,854 △ 2,467 21,387

長期性資産 35,137 8,497 3,698 10,037 2,380 59,749 △ 172 59,577

総資産 247,919 94,315 42,314 45,929 23,975 454,452 △ 114,276 340,176

減価償却費 2,120 664 300 546 115 3,745 △ 30 3,715

設備投資 2,197 1,213 204 1,293 63 4,970 △ 97 4,873

 



前へ   次へ 

当中間連結会計期間 (自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 
  

 

前連結会計年度 (自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 
  

 
  

長期性資産に含まれるものは、土地、建物、設備等の有形固定資産であります。 

セグメント間の売上は第三者間取引価格によっております。 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間、前連結会計年度において、開示すべき単一の外部顧客

への売上高はありません。 

  

製品グループ別の売上は以下のとおりであります。 

  

 

日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高 35,281 78,871 28,792 5,511 21,082 169,537 ─ 169,537

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高 34,085 2,707 2,342 48,684 106 87,924 △ 87,924 ─

計 69,366 81,578 31,134 54,195 21,188 257,461 △ 87,924 169,537

営業費用 57,352 68,485 30,016 47,603 18,240 221,696 △ 86,058 135,638

営業利益 12,014 13,093 1,118 6,592 2,948 35,765 △ 1,866 33,899

長期性資産 43,328 10,926 3,096 10,297 2,906 70,553 △ 161 70,392

総資産 264,846 122,170 43,035 56,020 29,036 515,107 △ 121,959 393,148

減価償却費 1,921 798 314 696 180 3,909 △ 30 3,879

設備投資 4,687 1,063 379 863 233 7,225 △ 64 7,161

 

日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他の
地域 

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高 61,776 124,924 51,432 9,698 32,103 279,933 ─ 279,933

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高 64,040 5,709 5,297 67,021 149 142,216 △ 142,216 ─

計 125,816 130,633 56,729 76,719 32,252 422,149 △ 142,216 279,933

営業費用 108,403 112,577 54,217 66,815 28,786 370,798 △ 139,041 231,757

営業利益 17,413 18,056 2,512 9,904 3,466 51,351 △ 3,175 48,176

長期性資産 36,831 10,345 3,381 10,296 2,690 63,543 △ 163 63,380

総資産 257,735 110,158 38,756 50,934 26,535 484,118 △ 115,624 368,494

減価償却費 5,270 1,432 637 1,233 261 8,833 △ 60 8,773

設備投資 7,266 2,820 451 2,235 351 13,123 △ 143 12,980

平成18年9月期 平成19年9月期 平成19年3月期
金額

(百万円)
比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

金額
(百万円)

比率
(％)

電動工具等 98,909  75.0  123,691 73.0   210,894 75.3  

園芸用・家庭用機器 13,860  10.5  22,760 13.4   28,123 10.0  

部品、修理および 
アクセサリー

19,122  14.5  23,086   13.6   40,916 14.7  

合計 131,891  100.0  169,537 100.0  279,933 100.0 



前へ 

11 関連当事者との取引 

当社は、当社役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している株式会社マルワに関して、広告宣伝

費を平成18年9月期及び平成19年9月期ならびに平成19年3月期に、それぞれ2百万円計上しております。 

当社は、当社役員及びその近親者が議決権の過半数を所有しております株式会社トーアより、材料仕入

高及び生産設備の購入高が、平成18年9月期に67百万円、平成19年9月期に46百万円、平成19年3月期に129

百万円あります。この取引に伴う買掛金が平成18年9月30日現在18百万円、平成19年9月30日現在10百万

円、平成19年3月31日現在6百万円あります。 

当社は、当社の社外取締役が代表取締役社長を務めております株式会社ジェイテクトグループとの間

に、材料仕入高及び機械設備等の購入高として、平成18年9月期に229百万円、平成19年9月期に292百万

円、平成19年3月期に498百万円あります。この取引に伴う買掛金が平成18年9月30日現在40百万円、平成

19年9月30日現在28百万円、平成19年3月31日現在35百万円あります。 

  

12 1株当たり情報 

 
  

基本的及び潜在株式調整後１株当たり利益の計算は下記の通りであります。 

 
  

  

13 後発事象 

   該当事項はありません。(仮) 

平成18年9月期 平成19年9月期 平成19年3月期

１株当たり純資産 1,944.0円 １株当たり純資産 2,226.7円 １株当たり純資産 2,106.3円

１株当たり 
中間純利益

107.1
１株当たり 
中間純利益

164.2
１株当たり
当期純利益

257.3

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

107.1
潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

164.2
潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

257.3

平成18年9月期 平成19年9月期 平成19年3月期

中間(当期)純利益 15,390百万円 23,596百万円 36,971百万円

希薄化後中間(当期)純利益 15,390 23,596 36,971

加重平均普通株式数 143,709,479株 143,725,286株 143,706,789株

加重平均潜在株式調整後株式数 143,709,439 143,725,286 143,706,789



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年9月30日)

当中間会計期間末

(平成19年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 4,866 4,741 6,740

   受取手形 ※3 353 308 325

   売掛金 22,049 24,312 24,643

   有価証券 34,195 34,036 37,583

   棚卸資産 13,901 14,726 13,746

   関係会社短期 
   貸付金

10,446 5,606 7,210

   その他の流動資産 3,537 3,268 3,648

   貸倒引当金 △ 5 △ 5 △ 5

   流動資産合計 89,342 36.7 86,992 34.3 93,890 37.0

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※1

    建物 12,947 15,452 13,001

    機械及び装置 2,999 3,018 3,236

    土地 12,274 12,257 12,274

    その他 4,798 7,753 7,584

   有形固定資産合計 33,018 13.5 38,480 15.2 36,095 14.2

   無形固定資産 1,070 0.4 1,139 0.4 1,034 0.4

   投資その他の資産

    投資有価証券 46,599 44,102 47,977

    関係会社株式 
    ・出資金

71,115 77,830 71,082

    その他の投資 2,593 4,899 3,603

    貸倒引当金 △ 17 △ 17 △ 18

   投資その他の 
   資産合計

120,290 49.4 126,814 50.1 122,644 48.4

   固定資産合計 154,378 63.3 166,433 65.7 159,773 63.0

   資産合計 243,720 100.0 253,425 100.0 253,663 100.0



前中間会計期間末

(平成18年9月30日)

当中間会計期間末

(平成19年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 894 537 524

   買掛金 6,607 6,464 6,599

   未払金 1,481 1,341 1,532

   未払費用 4,804 5,094 5,252

   未払法人税等 4,052 4,051 6,933

   役員賞与引当金 52 75 122

   製品保証引当金 ─ 160 157

   その他の流動負債 736 817 732

   流動負債合計 18,626 7.6 18,539 7.3 21,851 8.6

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 774 408 417

   役員退職慰労 
   引当金

502 484 501

   その他 4,277 4,140 5,060

   固定負債合計 5,553 2.3 5,032 2.0 5,978 2.4

   負債合計 24,179 9.9 23,571 9.3 27,829 11.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 24,206 24,206 24,206

   資本剰余金

    資本準備金 47,525 47,525 47,525

    その他資本 
            剰余金

16 329 17

   資本剰余金合計 47,541 47,854 47,542

   利益剰余金

    利益準備金 5,669 5,669 5,669

     その他 
            利益剰余金

     配当準備 
        積立金

750 750 750

     技術研究基金 1,500 1,500 1,500

      圧縮記帳 
                積立金

1,105 1,056 1,079

     別途積立金 85,000 85,000 85,000

     繰越利益 
           剰余金

42,385 54,361 48,468

   利益剰余金合計 136,409 148,336 142,466

   自己株式 △ 274 △ 246 △ 298

   株主資本合計 207,882 85.3 220,150 86.9 213,916 84.3

Ⅱ 評価・換算差額等 

   その他有価証券 
         評価差額金

11,659 4.8 9,704 3.8 11,918 4.7

   評価・換算差額等 
   合計

11,659 4.8 9,704 3.8 11,918 4.7

   純資産合計 219,541 90.1 229,854 90.7 225,834 89.0

   負債純資産合計 243,720 100.0 253,425 100.0 253,663 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年4月１日
 至 平成18年9月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 61,202 100.0 65,394 100.0 125,493 100.0

Ⅱ 売上原価 39,963 65.3 41,886 64.1 81,060 64.6

   売上総利益 21,239 34.7 23,508 35.9 44,433 35.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

12,028 19.6 12,008 18.3 24,596 19.6

   営業利益 9,211 15.1 11,500 17.6 19,837 15.8

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 51 75 133

   有価証券利息 137 230 349

   受取配当金 9,243 7,135 11,600

   その他 331 313 513

   営業外収益合計 9,762 16.0 7,753 11.9 12,595 10.0

Ⅴ 営業外費用

   為替差損 119 122 117

   その他 27 11 48

   営業外費用合計 146 0.3 133 0.3 165 0.1

   経常利益 18,827 30.8 19,120 29.2 32,267 25.7

Ⅵ 特別利益 83 0.1 61 0.1 731 0.6

Ⅶ 特別損失 ※1 2,403 3.9 213 0.3 2,541 2.0

   税引前中間 
   (当期)純利益

16,507 27.0 18,968 29.0 30,457 24.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

4,294 4,226 9,180

   法人税等調整額 △ 863 3,431 5.6 969 5,195 7.9 △ 586 8,594 6.9

   中間(当期)純利益 13,076 21.4 13,773 21.1 21,863 17.4



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

 
  

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年3月31日残高 (百万円) 24,206 47,525 16 47,541

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立(注) ─

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩(注) ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 ─

 固定資産圧縮記帳特別勘定積立  
 金の取崩(注) ─

 役員賞与(注) ─

 剰余金の配当(注) ─

 中間純利益 ─

 自己株式の取得 ─

 自己株式の消却及び売却 0 0

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額） ─

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ─ ─ 0 0

平成18年9月30日残高 (百万円） 24,206 47,525 16 47,541

株主資本

利益剰余金
自己株式 株主資本合計

利益準備金 その他利益剰余金(※1) 利益剰余金合計

平成18年3月31日残高 (百万円) 5,669 123,230 128,899 △ 258 200,388

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立(注) ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩(注) ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 ─ ─

 固定資産圧縮記帳特別勘定積立 
 金の取崩(注) ─ ─

 役員賞与(注) △ 105 △ 105 △ 105

 剰余金の配当(注) △ 5,461 △ 5,461 △ 5,461

 中間純利益 13,076 13,076 13,076

 自己株式の取得 ─ △ 16 △ 16

 自己株式の消却及び売却 ─ 0 0

 株主資本以外の項目の中間会計    
 期間中の変動額(純額） ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 (百万円) ─ 7,510 7,510 △ 16 7,494

平成18年9月30日残高 (百万円) 5,669 130,740 136,409 △ 274 207,882



  

 
  

(※1）その他利益剰余金の内訳 

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高 (百万円) 13,198 13,198 213,586

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立(注) ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩(注) ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 ─ ─
 固定資産圧縮記帳特別勘定積立 
 金の取崩(注) ─ ─

 役員賞与(注) ─ △ 105

 剰余金の配当(注) ─ △ 5,461

 中間純利益 ─ 13,076

 自己株式の取得 ─ △ 16

 自己株式の消却及び売却 ─ 0

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額) △ 1,539 △ 1,539 △ 1,539

中間会計期間中の変動額合計 (百万円) △ 1,539 △ 1,539 5,955

平成18年9月30日残高 (百万円) 11,659 11,659 219,541

その他利益剰余金

合計配当準備 
積立金

技術研究基金
圧縮記帳
積立金

圧縮記帳特別
勘定積立金

別途積立金
繰越利益 
剰余金

平成18年3月31日残高 (百万円) 750 1,500 1,134 23 85,000 34,823 123,230

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立(注) 58 △ 58 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 12 △ 12 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩(注) △ 59 59 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 △ 40 40 ─

 固定資産圧縮記帳特別勘定積立 
 金の取崩(注) △ 23 23 ─

 役員賞与(注) △ 105 △ 105

 剰余金の配当(注) △ 5,461 △ 5,461

 中間純利益 13,076 13,076

 自己株式の取得 ─

 自己株式の消却及び売却 ─

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額） ─

中間会計期間中の変動額合計 (百万円) ─ ─ △ 29 △ 23 ─ 7,562 7,510

平成18年9月30日残高 (百万円) 750 1,500 1,105 ─ 85,000 42,385 130,740



当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

  

 
  

  

 
  

(※1）その他利益剰余金の内訳 

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 
準備金

その他
資本剰余

金

資本
剰余金 
合計

利益 

準備金

その他 

利益剰余金

(※1)

利益 

剰余金 

合計

平成19年3月31日残高 (百万円) 24,206 47,525 17 47,542 5,669 136,797 142,466 △ 298 213,916

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 ─ ─ ─

 剰余金の配当 ─ △ 7,903 △ 7,903 △ 7,903

 中間純利益 ─ 13,773 13,773 13,773

 自己株式の取得 ─ ─ △ 33 △ 33

 株式交換 312 312 85 397

 自己株式の処分 0 0 ─ 0 0

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額） ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
                   （百万円） ─ ─ 312 312 ─ 5,870 5,870 52 6,234

平成19年9月30日残高 (百万円） 24,206 47,525 329 47,854 5,669 142,667 148,336 △ 246 220,150

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高 (百万円) 11,918 11,918 225,834

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─

 剰余金の配当 ─ △ 7,903

 中間純利益 ─ 13,773

 自己株式の取得 ─ △ 33

 株式交換 ─ 397

 自己株式の処分 ─ 0

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額) △ 2,214 △ 2,214 △ 2,214

中間会計期間中の変動額合計  
                    (百万円) △ 2,214 △ 2,214 4,020

平成19年9月30日残高 (百万円) 9,704 9,704 229,854

その他利益剰余金

合計配当準備 
積立金

技術研究基金
圧縮記帳
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年3月31日残高 (百万円) 750 1,500 1,079 85,000 48,468 136,797

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩 △ 23 23 ─

 剰余金の配当 △ 7,903 △7,903

 中間純利益 13,773 13,773

 自己株式の取得 ─

 株式交換 ─

 自己株式の処分 ─

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額） ─

中間会計期間中の変動額合計 (百万円) ─ ─ △ 23 ─ 5,893 5,870

平成19年9月30日残高 (百万円) 750 1,500 1,056 85,000 54,361 142,667



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

  

 
  

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年3月31日残高 (百万円) 24,206 47,525 16 47,541

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立(注) ─

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩(注) ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 ─

 固定資産圧縮記帳特別勘定積立  
 金の取崩(注) ─

 役員賞与(注) ─

 剰余金の配当(注) ─

 剰余金の配当 ─

 当期純利益 ─

 自己株式の取得 ─

 自己株式の処分 1 1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額） ─

事業年度中の変動額合計 百万円) ─ ─ 1 1

平成19年3月31日残高 (百万円） 24,206 47,525 17 47,542

株主資本

利益剰余金
自己株式 株主資本合計

利益準備金 その他利益剰余金(※1) 利益剰余金合計

平成18年3月31日残高 (百万円) 5,669 123,230 128,899 △ 258 200,388

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立(注) ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩(注) ─ ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 ─ ─

 固定資産圧縮記帳特別勘定積立 
 金の取崩(注) ─ ─

 役員賞与(注) △ 105 △ 105 △ 105

 剰余金の配当(注) △ 5,461 △ 5,461 △ 5,461

 剰余金の配当 △ 2,730 △ 2,730 △ 2,730

 当期純利益 21,863 21,863 21,863

 自己株式の取得 ─ △ 41 △ 41

 自己株式の処分 ─ 1 2

 株主資本以外の項目の     
 事業年度中の変動額(純額） ─ ─

事業年度中の変動額合計 (百万円) ─ 13,567 13,567 △ 40 13,528

平成19年3月31日残高 (百万円) 5,669 136,797 142,466 △ 298 213,916



次へ 

  

 
  

(※1）その他利益剰余金の内訳 

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高 (百万円) 13,198 13,198 213,586

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立(注) ─

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩(注) ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 ─
 固定資産圧縮記帳特別勘定積立 
 金の取崩(注) ─

 役員賞与(注) △ 105

 剰余金の配当(注) △ 5,461

 剰余金の配当 △ 2,730

 当期純利益 21,863

 自己株式の取得 △ 41

 自己株式の処分 2

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △ 1,280 △ 1,280 △ 1,280

事業年度中の変動額合計 (百万円) △ 1,280 △ 1,280 12,248

平成19年3月31日残高 (百万円) 11,918 11,918 225,834

その他利益剰余金

合計配当準備 
積立金

技術研究基金
圧縮記帳
積立金

圧縮記帳特別
勘定積立金

別途積立金
繰越利益 
剰余金

平成18年3月31日残高 (百万円) 750 1,500 1,134 23 85,000 34,823 123,230

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立(注) 58 △ 58 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 12 △ 12 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩(注) △ 59 59 ─

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 △ 66 66 ─

 固定資産圧縮記帳特別勘定積立 
 金の取崩(注) △ 23 23 ─

 役員賞与(注) △ 105 △ 105

 剰余金の配当(注) △ 5,461 △ 5,461

 剰余金の配当 △ 2,730 △ 2,730

 当期純利益 21,863 21,863

 自己株式の取得 ─

 自己株式の処分 ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額） ─

事業年度中の変動額合計 (百万円) ─ ─ △ 55 △ 23 ─ 13,645 13,567

平成19年3月31日残高 (百万円) 750 1,500 1,079 ─ 85,000 48,468 136,797



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

1 資産の評価基準及び評価方法

(1) 棚卸資産

製品・商品・仕掛品・原材

料…

総平均法による低価法

貯蔵品…

最終仕入原価法による

低価法 

 

1 資産の評価基準及び評価方法

(1) 棚卸資産

同左

1 資産の評価基準及び評価方法

(1) 棚卸資産

同左

(2) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(2) 有価証券

満期保有目的の債券

同左

(2) 有価証券

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関係会社株

式・出資金

移動平均法による原価法 

 

子会社株式及び関係会社株

式・出資金

同左 

 

子会社株式

移動平均法による原価法 

 

その他有価証券

時価のあるもの…

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの…

同左 

 

その他有価証券

時価のあるもの…

決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

 

時価のないもの…

移動平均法による原価法 

 

時価のないもの…

同左

時価のないもの…

同左

(3) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務

時価法

(3) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務

同左

(3) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

2 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法(ただし、平成10年4月

1日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定

額法)によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物     38～50年

機械及び装置   10年

2 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法(ただし、平成10年4月

1日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定

額法)によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物     38～50年

機械及び装置   10年

（会計方針の変更） 

法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成

19年3月30日 法律第6号)及

び(法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年3月

30日 法令第83号))に伴い、

平成19年4月1日以降に取得し

たものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更

しております。 

これに伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と

比べ、売上総利益が173百万

円減少し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は

198百万円減少しておりま

す。 

 

（追加情報） 

なお、平成19年3月31日以前

に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から5年間で均等

償却する方法によっておりま

す。 

これに伴い、売上総利益が

109百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税引前中間

純利益は128百万円減少して

おります。 

 

2 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法(ただし、平成10年4月

1日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については定

額法)によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物     38～50年

機械及び装置   10年

(2) 無形固定資産

定額法（ただし、のれんにつ

いては、5年で毎期均等償却

する方法によっております。

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(5年)に基づく定額

法）によっております。

(2) 無形固定資産

定額法によっております。 

のれんについては、5年で毎

期均等償却する方法によって

おります。 

自社利用のソフトウェアは社

内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法によって

おります。

(2) 無形固定資産

同左



前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

3 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権・貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

3 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

3 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 役員賞与引当金 (2) 役員賞与引当金 (2) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込

額の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

 

    同左 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額

に基づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会

計基準第4号 平成17年11月

29日）を適用しております。

これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、

それぞれ122百万円減少して

おります。  

 

───── (3) 製品保証引当金

製品のアフターサービスに対

する支出及び製品販売後の無

償修理費用等の支出に備える

ため、過去の実績などを基礎

として見積算出額を計上して

おります。 

 

(3) 製品保証引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

 

(4) 退職給付引当金

    同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

している額を計上しておりま

す。

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。



次へ 

 
  

前中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

  至 平成18年9月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年4月 1日 

  至 平成19年9月30日)

前事業年度 

(自 平成18年4月 1日 

  至 平成19年3月31日)

(5) 役員退職慰労引当金

役員への退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

おりましたが、平成18年4月

28日の取締役会において本年

6月29日開催の定時株主総会

終結の時をもって役員退職慰

労金制度を廃止することを決

議したことに伴い、本年７月

以降の引当計上を停止してお

ります。従いまして、当中間

会計期間末の残高は、現任取

締役及び監査役が本年6月以

前に就任していた期間に応じ

て引当計上しております。 

 

(5) 役員退職慰労引当金

役員への退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

おりましたが、平成18年4月

28日の取締役会において平成

18年6月29日開催の定時株主

総会終結の時をもって役員退

職慰労金制度を廃止すること

を決議したことに伴い、平成

18年７月以降の引当計上を停

止しております。従いまし

て、当中間会計期間末の残高

は、現任取締役(社外取締役

を除く)及び監査役が平成18

年6月以前に就任していた期

間に応じて引当計上しており

ます。 

 

(5) 役員退職慰労引当金

役員への退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

したが、平成18年4月28日の

取締役会において平成18年6

月29日開催の定時株主総会終

結の時をもって役員退職慰労

金制度を廃止することを決議

したことに伴い、平成18年7

月以降の引当計上を停止して

おります。従いまして、当事

業年度末の残高は、現任取締

役(社外取締役を除く)及び監

査役が平成18年6月以前に就

任していた期間に応じて引当

計上しております。 

 

4 リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 

4 リース取引の処理方法

同左

4 リース取引の処理方法

同左

5 その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項

5 その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項

5 その他財務諸表作成のための重

要な事項

 (1)消費税等の会計処理  (1)消費税等の会計処理  (1)消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資産

の「その他の流動資産」または

流動負債の「その他の流動負

債」に含めて表示しておりま

す。

同左   税抜方式を採用しております。



会計方針の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

（役員賞与に関する会計基準） ───── ─────

当中間会計期間から、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第4号）を適

用しております。これにより、

営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益は 52百万円減少し

ております。

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準） 

当中間会計期間から、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月9日 企業

会計基準第5号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針

第8号）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、219,541百万円であ

ります。なお、中間財務諸表等

規則の改正により、当中間会計

期間における中間貸借対照表の

純資産の部については、改正後

の中間財務諸表等規則により作

成しております。 

 

─────

 
(貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号

平成17年12月9日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月9日）を適用して

おります。従来の資本の部の合

計に相当する金額は225,834百

万円であります。なお、当事業

年度における貸借対照表の純資

産の部については、財務諸表等

規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成してお

ります。

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

─────
(中間貸借対照表） 

製品保証引当金 

前中間会計期間まで流動負債の「未払費用」に含

めて表示していた「製品保証引当金」は重要性が

増したため、区分掲記することといたしました。

なお、前中間会計期間の流動負債の「未払費用」

に含まれる「製品保証引当金」は、127百万円であ

ります。



追加情報 

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

(有形固定資産耐用年数の変更） 

当社の新社屋建設計画に伴い、

稼動停止予定の建物等につい

て、耐用年数を稼動停止予定時

までの期間に変更しておりま

す。この結果、従来の方法と比

較して、減価償却費は 637百万

円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は同額減

少しております。 

─────

(有形固定資産耐用年数の変更） 

当社の新社屋建設計画に伴い、

稼動停止予定の建物等につい

て、耐用年数を稼動停止予定時

までの期間に変更しておりま

す。この結果、従来の方法と比

較して、減価償却費は 786百万

円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は同額減

少しております。 

前中間会計期間末 
(平成18年9月30日)

当中間会計期間末
(平成19年9月30日)

前事業年度末 
(平成19年3月31日)

※ 1 有形固定資産の

減価償却累計額

58,553百万円

※ 1 有形固定資産の

減価償却累計額

59,883百万円

※ 1 有形固定資産の

減価償却累計額

59,009百万円

 2 保証債務

(1) 従業員の銀行か

らの住宅借入金

等に対する保証 12百万円

 2 保証債務

(1) 従業員の銀行か

らの住宅借入金

等に対する保証 7百万円

 2 保証債務

(1) 従業員の銀行か

らの住宅借入金

等に対する保証 10百万円

(2) マ キ タ

U.S.A. Inc.の

金融機関からの

借入金に対する

保証 

(50,000千米ド

ル) 5,895

マキタ・メキシ

コS.A.de C.V.

の金融機関から

の借入金に対す

る保証（25,000

千メキシコペ

ソ） 269

マキタ・コーポ

レーション・オ

ブ・アメリカの

労災保険保証

（900 千 米 ド

ル） 106

マ キ タ・チ リ

Ltda.の金融機

関からの借入金

に対する保証

（600百万チリ

ペソ） 131

計 6,413

(2) マ キ タ

U.S.A. Inc.の

金融機関からの

借入金に対する

保証 

(50,000 千米ド

ル) 5,772

マキタ・メキシ

コS.A.de C.V.

の金融機関から

の借入金に対す

る保証（25,000

千メキシコペ

ソ） 265

マキタ・コーポ

レーション・オ

ブ・アメリカの

労災保険保証

（522 千 米 ド

ル） 60

マ キ タ・チ リ

Ltda.の金融機

関からの借入金

に対する保証

（600百万チリ

ペソ） 135

計 6,239

(2) マ キ タ

U.S.A. Inc.の

金融機関からの

借入金に対する

保証 

( 全 て 外 貨 建

50,000 千 米 ド

ル) 5,903

マキタ・メキシ

コS.A.de C.V.

の金融機関から

の借入金に対す

る保証（全て外

貨建25,000千メ

キシコペソ） 268

マキタ・コーポ

レーション・オ

ブ・アメリカの

労災保険保証

（900 千 米 ド

ル） 106

マ キ タ・チ リ

Ltda.の金融機

関からの借入金

に対する保証

（600百万チリ

ペソ） 131

計 6,418



前へ   次へ 

   
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年9月30日)

当中間会計期間末 

(平成19年9月30日)

前事業年度末 

(平成19年3月31日)

※3   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間会計期間

末日満期手形は、中間会計期

間末残高に含まれておりま

す。 

     受取手形   40百万円 

 

※3   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間会計期間

末日満期手形は、中間会計期

間末残高に含まれておりま

す。 

     受取手形   36百万円 

 

※3  期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。な

お、当期末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれ

ております。 

     受取手形   52百万円 

 

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

※ 1 特別損失の主要項目

   関係会社株式評価損     

1,840百万円

※ 1 

─────      

              

※ 1 特別損失の主要項目

  関係会社株式評価損     

1,864百万円

  2 減価償却実施額

有形固定資産 1,985百万円

無形固定資産 135

計 2,120

  2 減価償却実施額

有形固定資産 1,868百万円

無形固定資産 156

計 2,024

  2 減価償却実施額

有形固定資産 3,754百万円

無形固定資産 283

計 4,037



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 
  

1.発行済株式に関する事項 

 
2.自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        4,783株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少  258株 

3.新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

4.配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
  

当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

1.発行済株式に関する事項 

 
2.自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        6,428株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 子会社株式取得に伴う株式交換による減少   81,456株 

 単元未満株式の買増請求による減少   167株 

3.新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

4.配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 144,008,760 ─ ─ 144,008,760

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 296,994 4,783 258 301,519

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 5,461 38 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月31日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 2,730 19 平成18年9月30日 平成18年11月27日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 144,008,760 ─ ─ 144,008,760

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 307,481 6,428 81,623 232,286

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 7,904 55 平成19年3月31日 平成19年6月28日



(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

 
  

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月31日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,313 30 平成19年9月30日 平成19年11月26日



前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

1.発行済株式に関する事項 

 
  

2.自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        10,929株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少    442株 

  

3.新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

4.配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当事業年度末に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 144,008,760 ─ ─ 144,008,760

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 296,994 10,929 442 307,481

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 5,461 38 平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年10月31日 
取締役会

普通株式 2,730 19 平成18年9月30日 平成18年11月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 7,904 55 平成19年3月31日 平成19年6月28日



前へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末及び当中間会計期間末ならびに前事業年度末のいずれにおいても関係会社株式・出

資金で時価のあるものはありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

百万円 百万円 百万円

建物 378 332 46

(その他)
工具器具
及び備品

23 6 17

合計 401 338 63

  

取得価額
相当額

減価償却
累計額 
相当額

中間期末
残高 
相当額

百万円 百万円 百万円

建物 157 157 ─

(その他)
工具器具
及び備品

23 13 10

合計 180 170 10

  

取得価額
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

百万円 百万円 百万円

建物 157 151 6

(その他)
工具器具
及び備品

23 10 13

合計 180 161 19

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 37百万円

１年超 46

合計 83

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 6百万円

１年超 5

合計 11

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 13百万円

１年超 8

合計 21

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 28百万円

減価償却費 
相当額

23

支払利息 
相当額

2

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費
相当額

10

支払利息
相当額

0

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 43百万円

減価償却費
相当額

38

支払利息
相当額

1

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間
（自 平成18年4月 1日

   至 平成18年9月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年4月 1日

   至 平成19年9月30日）

前事業年度
（自 平成18年4月 1日

  至 平成19年3月31日）

1株当たり純資産額    1,527.69円 1株当たり純資産額    1,598.69円 1株当たり純資産額   1,571.55円

1株当たり中間純利益     90.99円 1株当たり中間純利益     95.83円 1株当たり当期純利益     152.14円

 

 なお、潜在株式調整後 1株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 なお、潜在株式調整後 1株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後 1株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。

  

（算定上の基礎） 

 ・貸借対照表上の純資産額 

                  219,541百万円 

 

  

（算定上の基礎） 

 ・貸借対照表上の純資産額 

                  229,854百万円 

 

（ 1株当たり当期純利益の算定上の
基礎） 
 

・損益計算書上の中間純利益
13,076百万円

・普通株式に係る中間純利益

13,076百万円

・普通株主に帰属しない金額

- 百万円

・普通株式の期中平均株式数

普通株式  143,709,479株

・損益計算書上の中間純利益

13,773百万円

・普通株式に係る中間純利益

13,773百万円

・普通株主に帰属しない金額
  該当事項はありません。

・普通株式の期中平均株式数

普通株式  143,725,286株

・損益計算書上の当期純利益
21,863百万円

・普通株式に係る当期純利益

21,863百万円

・普通株主に帰属しない金額
 該当事項はありません。 

・普通株式の期中平均株式数

 普通株式    143,706,789株

前中間会計期間
（自 平成18年4月 1日

   至 平成18年9月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年4月 1日

   至 平成19年9月30日）

前事業年度
（自 平成18年4月 1日

  至 平成19年3月31日）

 
──────── 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

──────── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(富士ロビン株式会社に対する公開

買付け） 

当社は、平成19年3月20日開催

の取締役会において、富士ロビ

ンの株式を公開買付けにより取

得することを決定し、実施いた

しました。その結果、平成19年

5月15日に富士ロビンの株式

1,027万株を総額約27億円で取

得いたしました。このため当社

は、今回の公開買付けと合わせ

て同社の発行済株式の89.3％で

ある1,157万株を所有すること

になりました。その概要は、第

5[経理の状況]１[連結財務諸表

等]後発事象 に記載のとおり

であります。

1.買収の目的

当社のエンジン式を含む園芸工

具分野強化のため。

2.富士ロビンの概要

所在地：

静岡県沼津市大岡35番地

資本金：

833百万円 



 
  

  

(2) 【その他】 

平成19年10月31日開催の取締役会において、定款第38条の規定に基づき、平成19年9月30日最終の株

主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を行う旨決議し

ました。 

    (平成19年3月31日現在)

事業内容：

エンジン、農業用機械、林

業用機械、建設用機械、産

業用車輌、ゴルフ場用機器

等の産業用機械、環境衛生

整備機器、防災用機器の製

造・販売

売上高  ：

11,138百万円  

       (平成19年3月期）

3.買取資金の調達

全額自己資金

 1 中間配当金総額 4,313百万円

 2 １株当たりの中間配当金 30円



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 

  平成19年5月25日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第6号の2（提出会社が株式交換完全親会社となる株

式交換）の規程に基づく臨時報告書であります。 

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第95期(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)平成19年6月28日関東財務局長に提出

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成19年9月25日関東財務局に提出 

事業年度 第95期(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書 

(4) 半期報告書の訂正報告書 

  平成19年12月20日関東財務局に提出 

事業年度 第95期中(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)の半期報告書に係る訂正報告書 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  
平成18年12月21日

株式会社マキタ 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社マキタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結資本及び剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

（中間連結財務諸表に関する注記１参照）に準拠して、株式会社マキタ及び連結子会社の平成18年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜嶋 哲三   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡野 英生   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  
平成19年12月20日

株式会社マキタ 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社マキタの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結資本及び剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

（中間連結財務諸表に関する注記１参照）に準拠して、株式会社マキタ及び連結子会社の平成19年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜嶋 哲三   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡野 英生   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 羽太 典明   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  
平成18年12月21日

株式会社マキタ 

取締役会 御中 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社マキタの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第95期事業年度の中間会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社マキタの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

   

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以  上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜嶋 哲三   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡野 英生   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  
平成19年12月20日

株式会社マキタ 

取締役会 御中 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社マキタの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第96期事業年度の

中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社マキタの平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

   

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以  上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜嶋 哲三   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岡野 英生   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 羽太 典明   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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